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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、特定の企業へのショック及び金融支援がサプライチェーン全体に与
える影響について包括的に解明することである。本研究ではまず、銀行から企業への資金供給が増加すること
で、企業が予期せぬサプライチェーンの断絶に直面した際に、サプライチェーンの回復に寄与することを確認し
た。また資金供給を多く受けた企業ほど、企業がサプライチェーンを回復する際に地理的に分散させる傾向にあ
り、企業にとってより望ましいサプライチェーンの構築に寄与することを示唆する結果を得た。本研究を論文と
してまとめ、最終的には査読付きの専門誌へ受理された。

研究成果の概要（英文）：The goal of this study is to comprehensively uncover the impact of shocks 
and financial support to specific firms on the supply chain as a whole. The study first confirms 
that an increase in bank lending to firms contributes to supply chain recovery when firms face 
unexpected supply chain disruptions. I also find that firms that receive more funding tend to be 
more geographically dispersed when firms recover their supply chains, suggesting that this 
contributes to building a more desirable supply chain for the firm. The study was summarized in a 
paper, which was eventually accepted for a peer-reviewed  journal.

研究分野： 企業金融

キーワード： 企業金融　企業間取引ネットワーク
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義として、これまで十分な研究の蓄積がなかった、銀行から企業への資金供給が企業のサプラ
イチェーン回復に与える影響を定量的に明らかにした点が挙げられる。またサプライチェーン回復の際に、企業
は新規の取引相手を地理的に分散させるように選択する傾向にあること、またこの傾向は銀行からの資金供給が
多いほど促進されることを定量的に明らかにした点も重要と考えられる。本研究の結果は、企業が予期せぬサプ
ライチェーン断絶に直面した際の生産活動継続に銀行からの資金供給がどのように寄与するかを検討した点で社
会的意義があると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１． 研究開始当初の背景 
これまで日本は、大規模なショックによるサプライチェーンの混乱に度々直面してきた。

2011 年の東日本大震災では,国内自動車産業はサプライヤー企業の被災による部品調達難の
影響から、国内の組立工場の操業停止及び減産を余儀なくされた。また 2019 年から広がり
を見せている COVID - 19 禍においても、 世界的な半導体供給不足が生じており, 多くの企
業がサプライチェーンの途絶に直面している。 
学術的には、特定の企業に対するショックや支援がサプライチェーンを通じて他の企業へ
と波及することが知られているが、ショックがサプライチェーン全体にどのような影響を
与えるかについては研究の蓄積が少ない。本研究では世界的にも貴重である中小企業を含
んだ取引ネットワークのデータを用いることで、従来の研究と比較してより網羅的なサプ
ライチェーンを対象に、特定の企業へのショック及び金融支援がサプライチェーン全体に
与える影響を分析する。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、特定の企業へのショック及び金融支援がサプライチェーン全体に与え

る影響について包括的に解明することである。特に本研究では中小企業を含む包括的な企
業間取引ネットワークに関するデータを用いて、(1) 「特定の企業へのショックや金融支援
はサプライチェーン全体にどのような影響を与えるのか」、(2) 「サプライチェーン上のど
のような企業に対して金融支援を行うことが、サプライチェーン全体にとって効率的であ
るか」を明らかにし、企業の意思決定や今後の企業支援策への具体的なインプリケーション
を導くことを最終目標とする。 
 
 
３．研究の方法 
本研究ではまず、銀行-企業間の融資に関するデータ及び企業間の取引ネットワークのデ

ータを用いて、銀行から企業への資金供給が企業のサプライチェーン回復の程度に与える
影響、またサプライチェーンを回復するに際してどのようなサプライチェーンを構築する
かを定量的に分析する。本研究では東日本大震災時に着目し、取引相手が被災したことでサ
プライチェーンの途絶が生じた際の、サプライチェーン回復の過程を分析する。すなわち、
銀行から企業への資金供給が増加することで、サプライチェーン回復が容易に行えるか、ま
たサプライチェーン回復に際してより企業にとって望ましいサプライチェーンを構築でき
るかを分析する。 
具体的には、2 段階最小二乗法を用いて分析を行う。推定式は以下の通りである。なお両

式の被説明変数 EndCus(Sup) 及び NewCus(Sup) はそれぞれ取引打切りカスタマー(サプラ
イヤー)の件数及び新規の取引カスタマー(サプライヤー)件数、BankDebt は銀行貸出の変数、
CusShock1、SupShock1、CusShock2、SupShock2 はいずれも取引相手が被災したか否かを示
す操作変数となっている。 
 

(ݑܵ)ݏݑܥ݀݊ܧ  = 1݇ܿℎܵݏݑܥଵߛ + 1݇ܿℎܵݑଶܵߛ + 2݇ܿℎܵݏݑܥଷߛ + 2݇ܿℎܵݑସܵߛ
ݐܾ݁ܦ݇݊ܽܤହߛ+ + ߛ݈ݎݐ݊ܥ
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+ ݑ (1) 
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ݐܾ݁ܦ݇݊ܽܤଷߚ+ + ∑ ୀସ݈ݎݐ݊ܥߚ + ߝ   (2) 

 
本研究では一橋大学経済学研究科 帝国データバンク企業・経済高度実証研究センター 

(TDB - CAREE) から提供された企業間の広範な取引関係のデータを用いて、 銀行貸出と取
引ネットワーク再構築の関係を分析する。 帝国データバンクの企業間取引のデータの特徴
として、 非上場企業を多く含む点が挙げられる。 非上場企業は、 上場企業と比較して取
引ネットワークの断絶に対して特に脆弱と考えられ、取引ネットワークの再構築の重要度
は高いと考えられる。 非上場企業を含む企業間の取引データは世界的にも貴重であり、 日
本はこうした分析を行う上で適した国と考えられる。また銀行企業間の融資に関するデー
タや企業の財務データについても TDB-CAREE から提供を受けている。 



 
４．研究成果 
 
(1) サプライチェーンの再構築と銀行貸出について 
銀行から企業への資金供給が増えることで、サプライチェーンの回復が容易に行えるか

を検証する。まずは予備的分析として、一般に①取引打切り件数が多いほど新規の取引相手
が増加するか②その傾向が観察されるのであれば、銀行からの資金供給が増えることで傾
向はより強まるかを統計的に分析した。推定方法は最小二乗法で以下の式を推定した。変数
定義は前述の通りである。ߚଶが統計的に正に有意であれば、銀行からの資金供給が増えるほ
ど、取引打切りに際して新規の取引相手が増えると解釈する。 
 

(ݑܵ)ݏݑܥݓ݁ܰ  = (ݑܵ)ݏݑܥ݀݊ܧଵߚ + (ݑܵ)ݏݑܥ݀݊ܧଶߚ ∗ ݐܾ݁ܦ݇݊ܽܤ
ݐܾ݁ܦ݇݊ܽܤଷߚ+ + ∑ ୀସ݈ݎݐ݊ܥߚ + ߝ   

 
図 1 

 
 
図 1 が分析結果である。最も関心のある EndCus*BankDebt 及び EndSup*BankDebt はいず

れも 1%水準で有意であり、銀行からの資金供給が増えるほど、取引打切りに際して新規の
取引相手が増えることを示唆する結果である。 
 
(2) 東日本大震災に着目した分析 
前述の分析は、取引打切り相手の数と新規の取引相手の数に相関があることを示唆する

ものであった。しかし、取引打切り相手の数が増加したからサプライチェーンを回復(=新規
の取引相手を増やした)かという因果関係までは不明である。反対に、新規の取引相手が増
えたために既存の取引相手との取引を終了した可能性もある。この問題を解消するために、
東日本大震災に取引相手が直面することで、取引関係が終了する可能性が高まることに着
目した分析を行った。本分析でも同様の結果が観察されれば、既存の取引相手打切りに際し
てサプライチェーンを回復させたという関係が成り立つ蓋然性が高いと考える。推定方法
は前述の通り二段階最小二乗法で行った。 
図 2 が分析結果である。図 1 の結果と同様に、最も関心のある EndCus*BankDebt 及び

EndSup*BankDebt はいずれも 1%水準で有意である。この結果は、銀行からの資金供給が増
えるほど、取引打切りに際して新規の取引相手が増えることを示唆する結果である。また観
察された結果はサプライチェーンの回復に際して生じていることも示唆する結果である。 

 
 
 
 
 



 
図 2 

 
 
 
(3) サプライチェーン再編について 
取引相手にショックが生じることでサプライチェーンを再編するに際して、銀行からの

資金供給が多い企業ほど、企業にとってより望ましいサプライチェーンを構築できている
のだろうか。先行研究では、東日本大震災で取引相手企業が被災した企業は、今後取引相手
を地理的に分散させる傾向にあることを確認している。もし企業が取引先の地理的分散を
選好するのであれば、 銀行からの資金供給が多い企業ほど、遠隔地の新規取引相手と契約
を結ぶことが容易となり、取引相手企業の地理的分散が進むと考えられる。推定式は以下の
通りである。 

 
 同県カスタマー൫サプライヤー൯比率 =

(ݑܵ)ݏݑܥ݀݊ܧଵߚ + (ݑܵ)ݏݑܥ݀݊ܧଶߚ ∗ ݇ܿℎܵ݇݊ܽܤ
݇ܿℎܵ݇݊ܽܤଷߚ+ + ∑ ୀସ݈ݎݐ݊ܥߚ + ߝ

   

 
 
図 3 

 
 
図 3 が分析の結果を示している。EndCus*BankShock 及び EndSup*BankShock の係数がそ

れぞれ 1％水準で負に有意となっている。この結果は、取引打切り相手が増えるほど、同じ
県のカスタマーやサプライヤーの比率が減少しており、この傾向は銀行からの資金供給が
増えるほどに促進される傾向にあることを示している。この結果は、銀行からの資金供給が
多い企業ほど、遠隔地の新規取引相手と契約を結ぶことが容易となり、取引相手企業の地理
的分散が進むとする仮説と整合的であり、銀行からの資金供給によって、企業にとって望ま
しいサプライチェーンの構築が進むことを示唆するものと考えられる。 



上記に挙げた本研究の結果は、これまで十分な研究の蓄積がなかった、銀行から企業への
資金供給が企業のサプライチェーン回復に与える影響を定量的に明らかにした。企業が予
期せぬサプライチェーン断絶に直面した際の生産活動継続に銀行からの資金供給がどのよ
うに寄与するかを検討した点で社会的意義があると考えられる。 
 
参照：「銀行貸出が企業の取引ネットワーク再構築に与える影響」(今仁, 現代ファイナンス，
2023) 
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